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１．適格請求書について

 取引先に交付する「納品書」と「請求書」のどちらを適格請求書にするのか決める必要があります。

○納品書は今のままで、請求書を適格請求書にする ○納品書を適格請求書にする

税額計上「一括」が該当 税額計上「伝票毎」「明細毎」が該当

 適格請求書の記載要件

※⑤の「税率ごとに区分した消費税額等」の端数処理は、

一の適格請求書につき、税率ごとに１回ずつとなります。

適格請求書納品書 納品書兼適格請求書



２．システムへの対応（適格請求書）

 自社の登録番号の入力枠を用意して、適格請求書に決定した書類(納品書・請求書)に記載要件を出力可能とします。

○納品書は今のままで、請求書を適格請求書にする ○納品書を適格請求書にする

税額計上「一括」が該当 税額計上「伝票毎」「明細毎」が該当



３．適格返還請求書について

 値引きや返品(対価の返還等)が発生した場合、「適格返還請求書」を交付する必要があります。

 適格返還請求書の記載要件

請求書でのシステム対応はこちら
(１枚の請求書で交付します)



４．システムへの対応（適格返還請求書）

 区分「2_返品」「5_値引(対価の返還)☆新設」で入力すると「返還」と判定され、

決定した書類(納品書・請求書)に記載要件を出力可能とします。

○売上入力 ○適格返還請求書(請求書が適格返還請求書となる例)

（「3-値引」は、即引きなど対価の返還とならない値引）

※税額計上の区分により、納品書もしくは請求書のどちらかが適格返還請求書となるか決定されるため、

取引区分の入力には一部制限をかけております。



５．システムへの対応（仕入→支払明細書の交付による適格請求書）

 (何らかの事情で適格請求書が発行されない場合など)

仕入先の登録番号の入力枠を用意して、支払明細書に適格請求書として求められる必要項目が出力できます。

○要件 ○支払明細書



６．システムへの対応（その他、抜粋）

 管理表および元帳(帳簿)

○取引金額はすべて「税抜表示」へ変更、税額は「外税額」だけでなく「内税額」も計算出力されます。

 要件に合致せず廃止となる機能

○得意先補助別の税額計上

○みなし税額(決算またぎなど、取引金額から消費税をみなし計算して計上する機能)

※各機能の詳細については、サポート担当までお問い合わせください。

また、審議中の法案などにより内容が変更される可能性があることをご承知おきください。
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